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菅 原 敏 夫 

 

 

 はじめに 

 

 地方公営企業会計制度等研究会は2009年12月24日報告書を公表した。この研究会は地方

公営企業会計制度研究会（「等」が付かない。2004年２月13日から同年11月24日まで７回

開催。同ワーキンググループを４回開催、うち１回は本研究会と合同開催。2005年３月に

報告書を公表）を引き継ぎ、ほぼ同趣旨の報告書を作成した。地方公営企業会計制度等研

究会は、2009年６月８日に第１回会合を開催し、最後の同年12月24日まで７回の会合を開

催した。 

 報告書の内容は、 

  Ｉ はじめに 

  Ⅱ 今回の見直しに当たっての基本的考え方 

  Ⅲ 会計基準に関する具体的検討事項 

  Ⅳ 会計変更に伴う経過措置等 

  Ⅴ 資本制度 

  Ⅵ 財務適用範囲の拡大等 

  Ⅶ その他の検討事項 

  Ⅷ 新会計基準に基づく財政分析 

の８部構成で、加えて、新会計基準に基づく、Ｂ/Ｓ、Ｐ/Ｌ、Ｃ/Ｓなどの様式、地方独

法会計基準との比較などの資料が収められている。誌上ではⅠからⅧまでの報告書本文を

収録し、解説を加える。 

 

 以下にこの報告書を紹介する。報告書の順を追って紹介するが、一点、会計基準に関す

る具体的検討事項（Ⅲ）の前に、「資本制度」の見直しの項目（Ⅴ）を紹介する。これは、
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本報告の最大の眼目である「借入資本金」を貸借対照表上（資本ではなく）負債に計上す

るという見直しの適否を制度上支えているものが資本制度であり、資本制度を見直せば、

必然的に借入資本金の制度も見直さざるを得なくなるという論理上の順序に従うものだ。

同時に、この資本制度の見直しだけが、第174国会に、「地域主権改革の推進を図るため

の関係法律の整備に関する法律案」（地域主権推進一括法案）の一部として上程される見

込みであり、この法案の可決成立によって、報告書の中心部分は実現すると考えられるか

らである。この報告書の会計基準に関する項目の中で、資本制度の見直しは唯一の法律事

項であり（中心テーマである「借入資本金」の用語は法律には出てこず、施行令に出てく

る用語である）、地域主権推進一括法の成立によって、法制度としても報告書の提案の主

要な部分は現実のものとなる。そうした制度上の順序からいっても、資本制度の見直しを

先に紹介するのがよかろう。 

 資本制度の見直しは、地域主権推進の「義務付け・枠付け」の見直しの一環として法案

化されている。確かに法案部分は法定積立金の積立の義務付けであり、資本剰余金の処分

の制限を枠付けている。また、見直しの主張そのものは上に述べた、前研究会（2005年３

月公表）の報告書の中でも主張されており、新しい論点というわけではない。しかし、地

方公営企業法第32条の剰余金処分、欠損処分の規制は、地方分権改革推進委員会の第３次

勧告「義務付け・枠付け」見直しの項目に含まれておらず、政府の地方分権改革推進計画

にも含まれていない（ただ、第２次勧告の時の整理では、地方公営企業法第32条第５項、

６項、第37条第２項、第39条の２第５項はメルクマール非該当とされている）。全国知事

会、全国市長会の支障事例にも含まれていない。つまり、実態上の大きな支障がないのに、

制度を変えることが、地域主権の推進に資すると判断されたようなのである。しかしこれ

は、地方公営企業の制度そのものの根幹にかかわると考えられる。過去の研究会報告で触

れられていることとはいえ、議論がまだ足りないと思われる。では、資本制度の見直しの

項から、報告書を見ていくことにしよう。 

 

 

 1. 地域主権推進一括法・地方公営企業法の改正 

 

(１) 「義務付け・枠付けの見直し」の一環としての「資本制度の見直し」 

   地域主権改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案の要綱には、その

６条関係の改正条文として、地方公営企業法の一部改正案が示され、３つの項目がな
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らんでいる。 

   要綱によれば、 

  １ 利益の処分にともなう減債積立金等の積立義務を廃止し、減債積立金等の使途に

係る規定、資本剰余金の源泉別の積立に係る規定および資本剰余金の使途に係る規

定を削除し、条例の定めるところにより、又は議会の議決を経て、利益及び資本剰

余金を処分できることとする、並びに議会の議決を経て、資本金の額の減少を行う

ことができることとすること。 

  ２ 欠損処理の規定のうち繰越しに係る政令委任規定を削除すること。 

  ３ 企業団の監査委員の定数に関する規定を削除すること。 

   すなわち一つ目は、利益の処分に伴う減債積立金等の積立（32条第１項）、減債積

立金等の使途に係る規定（同条３項、４項）、資本剰余金の源泉の別の積み立てに係

る規定（同条５項）及び資本剰余金の使途に係る規定（同条６項）は、廃止し、条例

の定めるところにより、又は議会の議決を経て、利益及び資本剰余金を処分できるこ

ととする。また、議会の議決を経て、資本金の額の減少を行うことができることとす

る。 

   二つ目は、欠損の処理の規定（32条の２）のうち繰越しに係る政令委任規定は、廃

止する、というものである。 

   三つ目は企業団の監査委員の定数に関する規定を削除することである。 

 

   この改正は、地方分権改革計画に基づき通常国会に提出される予定である「地域主

権改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案」により所要の改正を行う

とされ、つまり、分権改革の「義務付け・枠付けの見直し」の一環だということだ。

確かに利益も欠損もその処分方法はがんじがらめだ。それを「義務付け・枠付け」、

自治体に対する規制の緩和の観点から、見直す、ということは望ましいことのように

思える。しかし、それだけだろうか。地方公営企業は資本制度その一点において一般

の企業と異なる。その資本制度を見直すことは「地方公営企業」そのものを見直すこ

とにつながる。 

   煩雑だが、改正される規定を条文別にみておこう。 

 

(２) 利益・欠損処分の制限 

   （旧）「地方公営企業法（剰余金） 
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   第32条 地方公営企業は、毎事業年度利益を生じた場合において前事業年度から繰

り越した欠損金があるときは、その利益をもつてその欠損金をうめ、なお残額が

あるときは、政令で定めるところにより、その残額の20分の１を下らない金額を

減債積立金又は利益積立金として積み立てなければならない。」 

   この減債基金への積み立て義務は廃止される。 

   （新）（剰余金の処分） 

   第32条 地方公営企業は、毎事業年度利益を生じた場合において前事業年度から繰

り越した欠損金があるときは、その利益をもつてその欠損金をうめなければなら

ない。 

 

   （旧）「２ 毎事業年度生じた利益の処分は、前項の規定による場合を除くほか、

議会の議決を経て定めなければならない。」 

   第１項の積み立て義務がなくなるのだから、「前項の規定による場合を除くほか」

だけでなく、条例または議決により、利益処分が自由にできることになる。 

   （旧）「３ 第１項の減債積立金は、企業債の償還に充てる場合のほか、使用する

ことができない。」 

   （旧）「４ 第１項の利益積立金は、欠損金をうめる場合のほか、使用することが

できない。」 

   第３項と第４項は、次のようになる。 

   （新）「３ 毎事業年度生じた剰余金の処分は、条例の定めるところにより、又は

議会の議決を経て定めなければならない。」 

   （新）「４ 資本金の額は、議会の議決を経て、減少することができる。」 

   減債基金、利益積立金の使途制限は撤廃される。だから減債基金による企業債の償

還義務もなくなる。企業債の性格が変化する点が重要だ。後で述べる借入資本金の性

格がこのことによって変化する。つまり資本の造成義務がなくなるのだ。 

 

   「第５項 毎事業年度生じた資本剰余金は、その源泉別に当該内容を示す名称を附

した科目に積み立てなければならない。」 

   「第６項 前項の資本剰余金は、政令で定める場合を除くほか、処分することがで

きない。」 

   この二つの条文は削除される。資本剰余金の源泉別積み立ての規定、資本剰余金の
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使途制限は廃止され、条例または議会の議決を経て利益、資本剰余金の処分ができる

ことになる。また、議会の議決を経て、資本額の減少（減資）を行うことができると

いう規定が盛り込まれる。 

   したがって、資本金の処分に関して議決により可能となり、資本剰余金の処分に関

して、条例または議決により可能となり、利益の処分に関しても、条例または議決に

より処分が可能となる。条例の制定範囲が拡大し、議決の機能が増す。 

   利益の処分と同様に、欠損の処理についても義務付けが外される。これも、条文に

沿ってみておこう。 

 

   （旧）「（欠損の処理） 

   第32条の２ 地方公営企業は、毎事業年度欠損を生じた場合において前事業年度か

ら繰り越した利益があるときは、その利益をもつてその欠損金をうめ、なお不足

があるときは、政令で定めるところにより、これを繰り越すものとする。」 

   ここに述べられている政令は、次のように規定している。 

 

   「地方公営企業法施行令（欠損の処理） 

   第24条の３ 法第32条の２ の規定により前事業年度から繰り越した利益をもつて

欠損金をうめ、なお欠損金に残額があるときは、利益積立金をもつてうめるもの

とする。 

   ２ 前項の規定により利益積立金をもつて欠損金をうめても、なお欠損金に残額が

あるときは、翌事業年度へ繰り越すものとする。ただし、第24条第４項に規定す

る積立金をもつてうめ、なお欠損金に残額があるときは、議会の議決を経て、資

本剰余金（前条の規定により取り崩すことができる部分を除く。）をもつてうめ

ることができる。」 

   この政令委任規定が廃止される。この部分の政令の規定は廃止される。改正後の第

32条の２は、 

   （新）（欠損の処理） 

   第32条の２ 地方公営企業は、毎事業年度欠損を生じた場合において前事業年度か

ら繰り越した利益があるときは、その利益をもつてその欠損金をうめなければな

らない。 

   飛んで、企業団の監査委員の定数を規定した法第39条の２第５項は削除される。 
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   （旧）「５ 企業団の監査委員の定数は、企業団の規約で定めるところにより二人

又は一人とする。」 

 

   法第32条の改正は施行令の次の条項にも影響を与える。 

 

(３) 自己資本への組み入れ 

   「施行令（自己資本金への組入れ） 

   第25条 減債積立金を使用して借入資本金である企業債を償還した場合においては、

その使用した減債積立金の額に相当する金額を自己資本金に組み入れなければな

らない。 

   ２ 第24条第４項の規定により地方公営企業の建設又は改良を行うため積み立てた

積立金を使用して地方公営企業の建設又は改良を行つた場合においては、その使

用した積立金の額に相当する金額を自己資本金に組み入れなければならない。 

   ３ 第24条第４項の規定により積み立てた積立金を使用して借入資本金である法第

17条の２第１項又は法第18条の２第１項の規定により長期の貸付けを受けた金額

を償還した場合においては、その使用した積立金の額に相当する金額を自己資本

金に組み入れなければならない。」 

 

   減債基金への積み立て義務がなくなれば、「減債積立金を使用して借入資本金であ

る企業債を償還した場合においては、その使用した減債積立金の額に相当する金額を

自己資本金に組み入れなければならない。」という規定が意味をなさなくなる。地方

公営企業の資本金は「借入資本金」の形をとっている。この資本金は、「借入」では

あるが、減債基金への積み立て義務と減債基金による償還は自己資本へ組み込まなけ

ればならないという義務によって、「借入」が「自己資本」に造成される仕組みを保

証してきたのであった。この仕組みがなくなれば、「借入」は「借入」のまま放置さ

れることになる。「資本」は「借入」のままになってしまうのである。総務省は参考

として「会計の見直しについても、平成22年度に所要の政省令改正を行い、２年から

３年程度の移行期間を設けた上で、新たな基準を導入する」と述べている。この会計

の見直しの最大のものは「借入資本金」制度の見直し、具体的には借入資本金を負債

として整理するということである。確かに、この法改正によって、借入資本金は負債

となる。総務省は「会計の見直しについても」と「も」を付けて表現しているが、地
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域主権や、義務付けの見直しの観点からの改正で、資本制度の根幹は変化してしまう

のだ。 

   では、「地方公営企業会計制度等研究会報告書（2009年12月24日）」に立ち返って、

内容を見ていくことにしよう。 

 

 

 2. 地方公営企業会計制度等研究会の基本的考え方 

 

(１) 改正の趣旨 

   地方公営企業会計制度等研究会報告書は、いまなぜ、地方公営企業会計基準を見直

さなければならないかの理由を４点ほど述べている。第１は、会計ビッグバンとも呼

ばれる企業会計基準の大幅な変化を挙げる。地方公営企業法は1966年が大改正の最後

なので（2009年施行の企業再建の部分を削除した改正も大規模な性格変化だが、財政

健全化法の制定による変化なので、ここでは数えないとしても）、その間の企業会計

基準の変化は大きい。会社法の制定も公営企業のあり方に影響を与えただろう。第２

は、地方独法会計基準や新地方公会計制度の整備である。地方独法は公営企業ではな

く、という要請で誕生したものだから、それに合わせて公営企業の制度を変えるとい

うのは間接的だ。新地方公会計制度の基本は一般会計の改革だ。第３に、「地域主

権」の確立に向けた改革の推進ということが挙げられている。この研究会が発足した

のはまだ政権交代前のことだったので、直接の論点には関係なかった。義務付け枠付

けの見直しも「地域主権」の名のもとで行われたわけではないので、これも直接の論

点とは言いかねる。第４の点の公営企業の抜本的改革というのは、財政健全化法によ

る、公営企業再建制度の廃止や債務調整のことを指しているのだが、財政健全化法は

その通りで、債務調整については必ずしも明確でない。そうしたことから、第１と第

４の点を中心にみていくこととしよう。第１の点は次のように述べられている。 

   「１ 企業会計基準の見直しの進展 地方公営企業の会計制度については、昭和27

年の地方公営企業法施行以来、発生主義の考え方に立った複式簿記による会計を導入

することにより、企業性を発揮する環境の整備に留意しつつも、大規模な施設整備を

多額の企業債により推進する等の必要のあった地方公営企業の特質を踏まえ、企業債

等を借入資本金として資本に位置付けるなど、地方公営企業独自の仕組みがとられて

きた。 
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   一方、企業会計においては、経済のグローバル化に伴う国際会計基準との統合化を

ベースに、会計ビッグバンと呼ばれる大幅な会計基準の見直しが行われ、連結財務諸

表重視への転換、時価評価主義の導入、キャッシュ・フロー計算書の導入、研究開発

費の費用処理、退職給付に係る会計基準の導入、減損会計の導入等がなされた。 

   このように、企業会計基準が国際基準を踏まえて見直されている一方、地方公営企

業会計制度は昭和41年以来大きな改正がなされておらず、その結果、地方公営企業会

計と企業会計との制度上の違いが近年大きくなっており、相互の比較分析を容易にす

るためにも企業会計制度との整合を図る必要が生じている。」 

   このうち、キャッシュ・フロー計算書の導入、退職給付に係る会計基準の導入（退

職給付引当金の形で）、減損会計の導入等は報告書の中で検討が進んだ。 

   第４の点については次のように述べられている。 

   「４ 公営企業の抜本改革の推進 『債務調整等に関する調査研究会報告書』（平

成20年12月５日）においては、『地方公共団体は、基本的にすべての公営企業を対象

として改革の必要性について検討を行うことが望ましい。特に地方公共団体の財政の

健全化に関する法律（以下、「健全化法」という。）上の資金不足額がある公営企業

及び借入資本金を負債計上した場合に実質的に債務超過である公営企業については、

積極的な検討が行われるべきである。』との指摘がなされるとともに、『総務省にお

いては、公営企業の経営状況等をより的確に把握できるよう、公営企業会計基準の見

直し、各地方公共団体における経費負担区分の考え方の明確化等、所要の改革を行う

べきである。』との提言がなされている。  

   このように、公営企業の抜本改革を推進する上でも、情報開示の徹底による責任の

明確化、議会における十分な議論等、経営の透明性を更に向上させる取組が求められ

ている。」 

   ここでは、すでに、「借入資本金を負債計上した場合に実質的に債務超過である公

営企業」の心配を（債務調整等に関する調査研究会が）している。借入資本金の負債

計上はこれまでも懸案であったので、今回の報告書は見直しを実現しようという強い

動機があったのだと思われる。 

 

(２) 財政健全化法と地方公営企業法 

   今回の報告書による法改正が行われれば、地方公営企業法制定以来の大改正だとか

（借入資本金などの地方公営企業の特徴をなす制度がなくなるのであれば、確かに法
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制定以来の改正だ）、1966年以来の大改正だとか（1966年には赤字公営企業の経営再

建制度を導入）いわれる。1966年の改正を大改正と考えるのなら、赤字企業の準用再

建制度をなくしてしまった、財政健全化法による改正（すなわち2007年の改正、2008、

2009年の施行）も大改正と位置づけておかなければならないだろう。ここで、財政健

全化法との関係を整理しておく必要があるだろう。財政健全化法の施行までは、地方

公営企業法の中に公営企業の再建という条項があった。財政健全化法の施行前までの

財政再建特別措置法と同じような規定で、財政再建計画、財政再建債、利子補給等が

定められていた。これも財政再建特別措置法と同じように、「昭和四十年度の赤字企

業」を直接の対象とし、それ以後は準用再建という具合になった。しかし財政健全化

法は自治体本体に対しては財政再生という仕組みを創設したにもかかわらず、地方公

営企業には財政再生の手段を用意しなかった。財政健全化法は地方公営企業法の財政

再建の章を引き抜いて引き取ったが、経営健全化計画の規定はあるものの、経営再生

の規定は存在しない。「公営企業の経営の健全化」は「財政の早期健全化」の読み替

えであって、財政再生の読み替えではない。準用再建の仕組みは以下の条文によって

示されていた。 

  （赤字の企業の財政再建） 

   第四十九条 水道事業、工業用水道事業、軌道事業、自動車運送事業、鉄道事業、

電気事業、ガス事業又は病院事業で昭和四十一年度以降の年度において不良債務

又は実質赤字を有するもの（再建企業を除く。以下「赤字の企業」という。）の

うちこの法律を適用しているものを経営する地方公共団体は、当分の間、第四十

三条第一項の規定により当該赤字の企業について財政の再建を行うことを申し出

ることができる。この場合において、同項中「自治大臣」とあるのは、「総務大

臣」として、同項の規定の例による。 

 

(３) 今回の見直しにあたっての基本的考え方 

   今回の報告書の基本的な考え方をみた上で、具体的な見直し項目についてみていく

ことにしよう。今回の見直しに当たっての基本的考え方については３つの方針が示さ

れている。第１は、「１ 現行の企業会計原則の考え方を最大限取り入れたものとす

ること」である。これが最大の原則となった。「経営情報の把握に当たっては、会計

理論の進展も踏まえ、より一般的かつ確立された手法を用いることにより、民間企業

比較、地方公共団体間比較等を効果的に行いつつ、その経済性の検証が適切に行われ
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ることが求められている」。そのため「地方公営企業会計の見直しに当たっては、最

大限、現行の企業会計原則の考え方を取り入れることとすべきである」。また、「今

後の国際会計基準へのコンバージェンスの動向にも留意する必要がある」。企業会計

基準準拠が最大の柱となった。したがって、地方公営企業と企業会計基準との最大の

違いである、借入資本制度はこの段階ですでに風前の灯火である。 

   第２に、とはいっても、「２ 地方公営企業の特性等を適切に勘案すべきこと」は

いうまでもないことである。「地方公営企業は、民間企業と異なり料金収入だけで収

支均衡が図られるのではなく、公益性の強さに応じて税負担が求められるところがあ

る。地方公営企業会計においては、負担区分原則に基づく一般会計等負担や国庫補助

金等の存在に十分意を用いて、これらの公的負担の状況を明らかにする必要があり、

その上で、地方公営企業の健全性、経済性が検証される必要がある」。だが、補助金

を用いて取得した資産の減価償却も地方公営企業独自の「みなし償却」方式は廃止さ

れることとなった。どのような償却方法をとるのかについては結論が得られなかった。 

   地方公営企業の特性の勘案は「必要に応じ、注記を行う」ことによって実現されそ

うである。たとえば、負債と整理された借入資本金のうち一般会計で負担する部分に

ついては注記で明らかにする、といったことが考えられよう。しかしあくまでそれは

注記である。 

   第３の「『地域主権』の確立に沿ったものとすること」については、資本制度の見

直しに言及されている。公営企業非適用の公営企業・事業に地方公営企業法の財務規

定を適用しようという提案も含まれている。財務適用ということであれば、今の病院

会計のような状況を想定すればよいだろう。もちろん病院事業会計は、その特殊性の

ために、厚生省（当時）の反対で全部適用が見送られたという経過がある。事業が成

熟すれば、病院事業会計のように、「全部適用」の動きが出てこよう。これは先のこ

とだが。 

 

 

 3. 地方公営企業会計制度改正 ― 具体的な項目 

 

(１) 地方公営企業の資本の特徴 

   借入資本の規定変更については、具体的な項目すべてについてみていきたい。 

   借入資本金とは、①建設又は改良等の目的のため発行した企業債、②建設又は改良
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等の目的のため他会計から借り入れた長期借入金に相当する額である。  

   借入資本金は、民間の企業会計においては、社債または長期借入金として固定負債

に整理されるものであるが、地方公営企業会計においては、昭和27年の地方公営企業

法制定時から、自己資本金と並んで資本金として整理されている。つまりＢ/Ｓの図

では貸方（右側）の上段ではなく下段に記載されることとなる。 

   なぜこのようなことになったのだろうか。地方公営企業はその資本を株式によって

資金調達しない制度である。株式の過半を握る行為によって企業の所有権が変動する

ことを防ぎ支配権を安定させる効果があるのだろう。公共サービスを提供する地方公

営企業は営利を目的とせず、安定して公共サービスを提供し続けることにこそ目的が

ある。したがって建設または改良の対象となった資本的設備、構築物等の固定資産

（事業用資産）は、これを永久に維持していく必要がある実物資産である。それを保

証する資本制度として、建設または改良に充てられた企業債及び他会計からの長期借

入金を、実質的に民間企業の株式資本金に相当する機能を担っているものとして借入

「資本金」と整理したものと考えられる。株式によって資金調達しない代わりに、自

治体本体の信用力を背景に「投資」ではなく「融資」の形で資金調達をする。だから、

この違いにこそ地方公営企業の特色が存在する。 

   1952年の制定当時の施行令に借入資本金の規定があったのだから、すでに制度的に

必要のないものとなっていて、それで、制度の廃止が目論まれているのかもしれない。

1952年当時であれば、相当の資金不足の状態で、地方公営企業は自治体の信用力がな

ければ資金を調達することはむずかしかっただろう。現在はそうではない。また、特

殊な資本制度を維持するための規制が経営の自由の障害になっているということもあ

るかもしれない。「自己決定、自己責任」のためには有害だという意見もあった

（2005年報告では「自己決定、自己責任」という言葉がキーワードだった）。こうし

た時代には「官営」の色彩を色濃く残した地方公営企業制度は時代遅れと映るかもし

れない。今では、地方独立行政法人の制度もある。公務員による経営でなければさら

に自由度が増すのかもしれない。 

   しかし、地方公営企業制度は、必ずしも官営をすべてと考えて設計されたわけでは

ない。制定当初の地方公営企業法から、本当の資本制度の仕組みは整えられていた。

現在も条文は同じであるが、実際には機能しなかった。あるいは機能させようとしな

かった。 
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  （償還期限を定めない企業債） 

   第二十三条 地方公共団体は、企業債のうち、地方公営企業の建設に要する資金に

充てるものについては、償還期限を定めないことができる。この場合においては、

当該地方公営企業の毎事業年度における利益の状況に応じ、特別利息をつけるこ

とができる。 

   これは市民の出資というようなものも考えた上での規定であった。 

   自由な経営のためには制定当初の第22条、企業債の条項を復活させたほうがよいで

あろう。そこには「地方公共団体が、地方公営企業の建設、改良等に要する資金に充

てるために起こす地方債については、行政庁の許可を必要としない。」とあった（と

ころが当分の間は許可を要するということとなった。一般事業債が事前協議制に移行

するとき企業債も同じ扱いとされ、当初の規定の復活はならなかった）。 

   確かに地方公営企業の現場も一部を除けば、著しく強い反対というわけでもない。

会計上の話であって、負債が実質的に増えたり減ったりするわけではないので、財務

諸表の見栄えが悪くなるだけ、と割り切ることもできる。しかしこれによって極端に

負債項目が増える、あるいはこの制度改正のため債務超過の状態に陥ってしまう、財

政健全化法の資金不足比率が悪化し、早期健全化団体になってしまう、などという心

配のあるところは深刻だ。あとでみる、見なし償却制度の廃止も負債の部を拡大させ

る。財務諸表の外観は悪くなるばかりだ。 

   この最大の特色を巡っては、これまでも借入資本金は負債計上すべきという報告が

主流であった。たとえば、「借入資本金制度は廃止し、借入資本金として整理されて

いる企業債及び他会計借入金は固定負債に整理することとする。」（1969年研究会報

告書） 

   「（借入資本金は）、負債としての地方債と実体的には変わらないという点を重視

し、企業会計制度と共通する概念、取扱いとしておく必要があるのではないかと考え

る。」（2001年報告書）などである。 

   本報告でも借入資本金は負債に計上すると提案している。 

 

(２) 借入資本金 

   2005年報告書では、「民間企業の株式資本金（払込資本金）に相当する機能を有し

ているが、一方で、現実には債務として償還する義務があること、当該企業債及び他

会計長期借入金に係る利子の支払いを行っていること等に鑑みれば、 
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  ア 負債としての地方債と実体的には変わらない取扱いとなっていること、 

  イ 住民に対する説明責任を果たす必要があること、 

  から、貸借対照表上の計上科目については『負債』として整理することが適当」とさ

れていた。地方独法会計も負債計上している。 

   そうなれば、結論は本報告でも、「借入資本金たる企業債は、ⅰ）地方公共団体の

名において借り入れられ、その償還責任は、最終的に地方公共団体（一般会計等）が

有するものであり、見方によっては、地方公共団体（一般会計等）から資金提供が

あったものともみなせること、ⅱ）更にその使途は、建設改良等の充当に限定され、

基本的に見合いの資産が保全されることが期待できることから、地方公共団体が最終

責任を持って経営する事業であるという視点に立ち、その位置付けがなされたものと

も考えられる（一般会計等からの建設改良に係る長期借入金も同様の考え方ができよ

う。なお、中小企業に係る金融検査マニュアルにおいては、企業と代表者等が実質一

体である場合、代表者等からの借入金等については、原則として、これらを当該企業

の自己資本相当額に加味することができるものとされているが、借入資本金制度は、

この考え方とも通じるものがあると考えられる。）。しかしながら、地方公共団体の

財政の状況を的確に把握していくためには、地方公営企業の経費について、どの部分

が料金で賄われ、どの部分が税金で負担されるのかを明らかにしていく必要があり、

こうした観点からは、地方公営企業を地方公共団体から分離独立したものとみなし、

一般会計等との負担区分ルールを踏まえつつ、料金収入等により負担すべき負債を会

計情報を通じて明らかにする必要がある。よって、これまでの報告書にもあるとおり、

借入資本金は、負債として整理することが適当であると考えられる。 

   なお、企業債は、地方公共団体の名において借り入れられ、その償還責任は、最終

的に地方公共団体（一般会計等）が有するものであることに何ら変更ないものであり、

引き続き、企業債の償還確実性は、当該地方公共団体の財政状況等により判断される

べきものである」となる。 

   流動・固定区分、借入金の区分、注記の方法は、具体的に以下のような提案となっ

た。流動・固定の区分は１年ルール。建設改良企業債と赤字企業債の区分をつけ、借

入資本金の廃止について注記で一般会計の責任を明瞭にする。 

  「① 流動／固定分類 

     負債計上する場合、企業会計や公営企業型地方独法会計の取扱いも踏まえ、１

年以内に返済期限が到来する債務を流動負債に分類することが適当である。 
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     また、その他の負債についても、１年以内に返済期限が到来する債務を流動負

債に分類することが適当である。 

     なお、企業債等のうち翌年度に償還期限が到来するものについては、後述する

ように、健全化法上の取扱いにおいて、所要の措置を講じる必要がある。 

   ② 借入金の区分計上 

     見合いの実物資産が存在し、減価償却等により基本的に償還財源が確保される

と想定される建設又は改良等に充てられた企業債と、退職手当債等の経常経費に

対する資金手当的な企業債とを、明確に区分することが適当である。 

     また、一般会計等からの借入金については、地方公営企業法第17条の２に基づ

くものか、法第18条の２に基づくものかを区分して明らかにすることが適当であ

る。 

   ③ 「注記」の方法＜一般会計等負担額の注記＞ 

     下記の理由から、一般会計等負担額の注記を行うことが適当である。 

    ● 借入資本金のうち一般会計等が負担すべき部分については、実質的には地方公

営企業が負担する債務とは言えないものであり、これを負債に計上することに

より、結果として地方公営企業の実質的な財政状況を十分に示すことにつなが

らず、住民に対して誤解を与えかねない。  

    ● 地方独法会計基準では、建設・改良目的の長期借入金及び移行前地方債償還債

務について、一定の要件を満たしている場合には、公営企業型地方独法が行う

長期借入金及び移行前地方債償還債務の償還に対する設立団体の負担予定額を

注記することとされている。 

    ＜注記の方法＞ 負債計上されているもののうち、条例により規定された負担

ルールに基づき、後年度その元利償還を一般会計等が負担することとなってい

る部分については、地方公営企業会計の実質的負債を明らかにする観点から、

その旨注記することが適当である。  

     なお、より一般会計等との負担区分を明確化し、地方公営企業経営の主体性、

自律性を確立する観点からは、元利償還を後年度において負担する方式ではなく、

建設改良時において所要額を繰り出すことが適当である。これにより、一般会計

等のルール分負担額が、地方公営企業における負債として計上されることもなく

なり、注記をする必要もなくなるものと考えられる。 

     今後、これらのことも踏まえ、繰出しルールに係る検討を行うべきである。」 
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   操出しルールについては後で条例化の話が出てくる。 

   これらをまとめた、借入資本金に関する基本的な方針は３つである。 

  ① 借入資本金を負債に計上。なお、１年以内に返済期限が到来する債務は、流動負

債に分類。 

  ② 負債計上に当たり、建設又は改良等に充てられた企業債及び他会計長期借入金に

ついては、他の借入金と区分。 

  ③ 負債のうち、条例に後年度一般会計負担分について定めがある場合には、その旨

「注記」。 

   ①のなお書きは流動負債と流動資産の比率を健全化判断比率とする財政健全化法に

直接かかわってくる。これは特例で見逃しにするということになりそうである。 

 

(３) 減価償却等 

  ２ 補助金等により取得した固定資産の償却制度等 

   ① 任意適用が認められている「みなし償却制度」は廃止。  

   ② 償却資産の取得に伴い交付される補助金、一般会計負担金等については、「長

期前受金（仮称）」として負債（繰延収益）に計上した上で、減価償却見合い分

を、順次収益化。 

   ③ 既取得資産に係る経過措置として、国庫補助事業等の単位毎に取得資産をグ

ルーピングし、当該単位により総合償却を行う簡便な処理方法により移行処理で

きることとする。 

   ④ 建設改良費等企業債に係る元利償還金に対する繰入金については、毎年の元金

償還に係る繰入額と減価償却の乖離が大きい地方公営企業は「長期前受金（仮

称）」として計上した上で、減価償却に伴って収益化することとし、当該乖離が

大きくない地方公営企業にあっては全額その年度に収益として計上することがで

きることとする。 

    民間企業でも補助金を受けて固定資産の取得を行うことがある。その時は税法上

圧縮記帳という方式がとられるのであるが、Ｐ/Ｌを通しての収益化の詳細は決定

されていない。 

  ３ 引当金 

   ① 退職給付引当金の引当てを義務化。  

   ② 退職給付引当金の算定方法は、期末要支給額によることができることとする。  
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   ③ 一般会計と地方公営企業会計の負担区分を明確にした上で、地方公営企業会計

負担職員について引当てを義務付ける。  

   ④ 計上不足額については、適用時点での一括計上を原則。ただし、その経営状況

に応じ、当該地方公営企業職員の退職までの平均残余勤務年数の範囲内（ただし、

最長15年以内とする。）での対応を可とする。なお、その内容は、「注記」。  

   ⑤ 退職給付引当金以外の引当金についても、引当金の要件を踏まえ、計上するも

のとする。（例：賞与引当金、修繕引当金） 

  ４ 繰延資産 

    新たな繰延資産への計上を認めない。 

    ただし、事業法において繰延資産への計上を認められているものについては、引

き続き繰延資産への計上を認めることとする。 

    また、控除対象外消費税については、引き続き繰延経理を認めることとし、長期

前払消費税として固定資産計上することとする。 

    なお、現在、繰延勘定に計上されている項目については、その償却を終えるまで

は繰延資産への計上を可能とする。 

  ５ たな卸資産の価額 

   ① たな卸資産の価額については、時価が帳簿価額より下落している場合には当該

時価とする、いわゆる低価法を義務付ける。 

   ② 重要性が乏しい場合には、時価評価を行わないことができるものとする。 

  ６ 減損会計 

    地方公営企業会計に、公営企業型地方独法における減損会計と同様の減損会計を

導入する。 

  ７ リース取引に係る会計基準 

   ① 地方公営企業会計に、リース会計を導入することとする。 

   ② 中小規模の地方公営企業においては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会

計処理を行うことができるものとする。（未経過リース料を注記） 

  ８ セグメント情報の開示 

   ① 地方公営企業会計に、セグメント情報の開示を導入することとする。 

   ② 開示すべきセグメント情報は、セグメントの概要、事業収益、事業損益、資産、

負債、その他の項目とする。 

  ９ キャッシュ・フロー計算書 
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   ① キャッシュ・フロー計算書の作成を義務付ける。  

   ② キャッシュ・フロー計算書は独立した様式とはせず、キャッシュ・フローの状

況については、「予算の実施計画及び予定キャッシュ・フロー計算書（仮称）」

及び「決算説明書及びキャッシュ・フロー計算書（仮称）」の中で間接法により

説明することとする。なお、現行の資金計画書は廃止する。 

   ③ キャッシュ・フロー計算書における「資金」は、貸借対照表における「現金・

預金」と同定義とする。 

   ④ 法第31条に基づく計理状況の報告に係る様式等については、各地方公営企業・

地方公共団体の裁量とする。 

  10 勘定科目等の見直し 

    これまでの改正の方向性も踏まえつつ、地方公営企業法の負担区分の状況や資金

不足の状況をはじめとする経営情報が、財務諸表上、可能な限り明らかにされるよ

う勘定科目の見直しを図る必要がある。  

    また、地方公営企業の状況を適切に開示するため、重要な会計方針等注記すべき

項目をまとめた注記表を作成するものとする。  

 

(４) 地方公営企業設置の条例事項 

   その他の検討事項として、「地方公営企業の設置及び経営の基本に関する条例」を

経営の基本に関する事項（経営の基本方針）として、「一般会計等との経費負担の原

則」および「資本の維持造成に関する事項」を要件として定めることが適当だと述べ

られている。 

   この条例の機能は、一般会計と地方公営企業会計との関係を規律するのみならず、

利益処分の議決を要する自由化にともなって、資本の造成・維持に自治体側の保証を

ルール化しようとするものである。だから、これなしでは、資本の安定は得られない。

同時に操出基準の保証ともなる。企業側、自治体側にとってこれまでと違った関係の

構築を迫られることになるだろう。これは資本関係の見直しの必然的な結果である。 

   これらの改正は２、３年の移行期間を設けて実施されるという予定となっている。

公営企業としては経営を安定させつつこれらに取り組むことを要求されることとなる。 

   とくに、資本制度の移行に際しては、財政健全化法との関係に留意しなければなら

ないということは先に指摘した。報告書も「健全化判断比率等に関する措置及び経営

改革の推進 健全化法は、本年度から全面施行となったところであり、会計の見直し
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により指標が変動することは、制度の円滑な導入という観点からは適当でないことか

ら、今回の見直しが指標に影響することがないよう、必要な調整を行う。また、地方

債の協議制上の取扱いについても同様とする。 

   報告の「Ⅳ 会計変更に伴う経過措置等」の「２ 健全化判断比率等に関する措置

及び経営改革の推進」においては、「新会計制度の導入に伴い、例えば、資金不足比

率の算定上、企業債及び一般会計等借入金のうち翌年度に償還期限が到来するものの

額は、その性質上、流動負債の額から控除する必要がある」と述べている。借入資本

金が負債となれば、当然流動負債も増える。したがって、資金不足比率は悪化する。

そんなことで、実態が変わらないのに、資金不足比率が変動するようでは説明がつか

ない。そのため、財政健全化法算定対象からこの変化を取り除くということだ。地方

公営企業は救われるだろうが、健全化判断比率はさらに手が加わって信頼性が低下す

ることを止められないだろう。借入資本金の廃止は注記で救済、財政健全化法等への

影響は資金不足比率、不良債務比率（経営健全化計画）ともに遮断となる。このよう

にして影響を遮断しても、安定した公共サービスを供給するための資本の造成自体の

意義を否定することはできなかった。 

   報告は一般会計の役割と資本の維持・造成方針について、経営方針を定める条例を

提案している。こうした条例を義務づけるのであるならば、自治体の自由度は高まり

そうもない。一般会計のほうも同様であろう。この条例の考え方は2005年報告書には

なかった。もう一つ、法非適用公営企業にも最低限地方公営企業法の財務の条項を適

用しようという提案も盛り込まれている。現在でいうと病院事業会計のようなものと

なる。非適用が多いのは下水道事業（地方公営企業としての規模も最大）だから、下

水道事業の資産再評価などの事務量なども考えていく必要が出てこよう。 

 

 地方公営企業会計制度等研究会の報告書は総務省の「研究会等」の下記ＵＲＬで全文を

見ることができる。 

  http://www.soumu.go.jp/main_content/000049206.pdf 

（すがわら としお (財)地方自治総合研究所研究員） 
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